
香南市建設工事競争入札参加資格における市内本店業者及び市内営業所業者

の認定基準  

 

（趣旨）  

第１条  この告示は、建設工事の競争入札を実施するに当たり、入札参加資格有資

格者名簿に登載された者のうち、市内本店業者又は市内営業所業者として認定す

る基準について、その認定基準を明確にするため、必要な事項を定めるものとす

る。  

（定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。  

(１ ) 主たる営業所  建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）の規定により、主た

る営業所として許可を受けた営業所  

(２ ) 従たる営業所  建設業法の規定により許可を受けた主たる営業所以外の

営業所  

(３ ) 市内本店業者  香南市内（以下「市内」という。）に本店を有し、かつ、当

該本店が主たる営業所である者。ただし、個人事業主にあっては、事業主（代

表者）が香南市（以下「市」という。）の住民基本台帳に登録されている者  

(４ ) 市内営業所業者  香南市外に主たる営業所を有し、かつ、市内に従たる営

業所を有する法人であり、次条の認定要件を全て満たしている者  

（市内営業所業者の認定要件）  

第３条  市長は、次に掲げる要件を全て満たす事業者を、市内営業所業者として認

定するものとする。  

(１ ) 入札参加資格審査申請（変更申請を含む。）時に提出された委任状により、

当該営業所の代表者に入札、契約等に係る権限が委任されていること。  

(２ ) 事務所の建物が、自社所有又は賃貸借契約によるものであること。  

(３ ) 事務所の入口等に明瞭に確認できる商号又は屋号を記載した看板を掲げ

ていること。  

(４ ) 居住用の専用住宅でなく事業用の独立した事務所又は事務所と住居部分



が明確に別になっており、かつ、それぞれの入口が別になっている事務所であ

ること。  

(５ ) 申請業種に応じた専任技術者が常駐していること。  

(６ ) 専任技術者のほかに事務員等が１人以上常駐していること。  

(７ ) 専用の電話回線及び電子メールアドレスを有しており、緊急時を除いて営

業時間内に常時連絡を取ることができ、かつ、他の事務所に電話及び電子メー

ルの自動転送を行っていないこと。  

(８ ) 事務用机、パソコン、印刷機等の事務用備品等を備え、電気及び水道の使

用契約が締結されていること  

(９ ) 受任者（当該営業所の代表者をいう。）名義の電子入札用 IC カードを備え

ていること。  

(10) 入札及び契約に関する発注者との手続業務について、当該事務所の人員に

より対応ができること。ただし、連絡員のみの配置で単なる取次ぎを行うこと

は認めないものとする。  

(11) 市と災害発生時の応急対策活動協力に関する協定を締結済の事業者であ

ること。  

（認定申請書の提出）  

第４条  事業者は、市内営業所業者として認定を受けようとするときは、市内営業

所業者認定申請書（様式第１号）に必要書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。  

２  市内本店業者の認定は、市が要件を満たしているか随時確認した上で認定する

ものとし、前項に規定する認定申請書の提出は不要とする。  

（認定結果の通知）  

第５条  市長は、前条第１項の認定申請書の提出があったときは、第３条に規定す

る要件を全て満たしているかその内容を審査し、その結果を市内営業所業者認定

結果通知書（様式第２号）により、当該申請者に通知しなければならない。  

（実態調査）  

第６条  市長は、第３条に規定する要件を満たしているか確認するため、必要に応

じ、当該事務所を訪問し、申請内容の確認や聴き取り等の実態調査を行うものと



する。  

（認定の取消し等）  

第７条  市長は、事業者が前条に規定する実態調査に協力しない又は実態調査の結

果により市が行う改善指導に従わない場合は、市内営業所業者の認定を行わない

ものとする。この場合において、既に認定を受けている場合は、その認定を取り

消すものとする。  

２  市長は、実態調査の結果、第４条第１項の規定により提出した市内営業所業者

認定申請書の内容に虚偽があると判明した場合は、香南市指名停止措置要綱（令

和６年香南市告示第 86 号）の規定により、必要な措置を行うことができるもの

とする。  

（活用）  

第８条  この告示の認定結果は、一般競争入札の参加資格要件又は指名競争入札の

業者選定に活用するものとする。  

（その他）  

第９条  この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定めるものとす

る。  

附  則  

この告示は、令和７年２月 20 日から施行する。  

 



様式第１号（第４条関係） 

年  月  日 

 

香南市長 様 

本店の所在地 

商号又は名称 

代表者職・氏名 

 

支店等の所在地 

受任者職・氏名 

 

 

市内営業所業者認定申請書 

 

次のとおり、市内営業所業者としての認定を受けたいので申請します。 

なお、記載した内容及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。 

また、この申請書の内容に関して実態調査が行われた際には、全面的に協力すること及び実

態調査において不備が判明した場合は、貴市の改善指導に従うことを誓約します。 

 

添付書類 

 ・事務所外観の写真（建物全体、建物と看板の位置関係が確認できるもの） 

・事務所内の写真（事務所内全体、事務所内の事務用備品が確認できるもの） 

  ・事務所の「賃貸借契約書」等の写し（事務所が自己所有でない場合のみ） 

 

認定を受けようとする事務所の状況 

事務所の形態 □事務所専用  □兼用 

※兼用の場合は以下に記載 

兼用用途 □住宅  □その他（        ） 

出入口 □別   □同 

延床面積 事務所（    ㎡） その他（    ㎡） 

事務所の区分 □自社所有 □テナント等 □賃借 □その他（      ） 

※自社所有以外の場合は以下に記載  

契約区分 □不動産会社仲介  □直接契約 

貸主区分 □社員(役員含む)・社員の親族 □それ以外 

看板の有無 □有  □無 

※有の場合は以下に記載 

看板設置場所 □建物外壁  □敷地内  □道路脇 

専用電話番号  

専用電子メールアドレス  



事務所の備品 □事務用机（   台）  □キャビネット（   台） 

□パソコン（   台）  □プリンター（   台） 

□コピー機（   台）  □固定電話機（   台）    

公共料金等の契約 電気（□有 □無） 水道（□有 □無） ガス（□有 □無） 

インターネット回線（□有 □無）  

常駐社員 常駐社員数（   人） 

役職 職種 雇用形態 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 □事務職 □技術職 □正社員 □その他 

 

（申請書作成上の注意） 

１ 該当する□にチェックを入れて下さい。 

２ 事務所の区分が自社所有以外の場合は、賃貸借契約書等の写しを添付してください。 

３ 各備品の台数が５台以上の場合は「（５台）以上」と記載し、正確な台数を記載する必要

はありません。 

４ 常駐社員の役職には、「営業所長」等の受任者（営業所の代表者）及び「営業所専任技術

者」を必ず１人以上記載し、役職のない社員については、「役職なし」と記載してください。 

 ５ 常勤社員の名簿は、役職がある社員を優先して 20 人まで記載してください。氏名の記

載は不要です。



様式第２号（第５条関係）  

 

年   月   日  

 

      様  

 

香南市長  

 

 

市内営業所業者認定結果通知書  

 

 

先に申請のありました市内営業所業者の認定について、審査の結果、下記のと

おり決定しましたので、香南市建設工事競争入札参加資格における市内本店業者

及び市内営業所業者の認定基準第５条の規定により通知します。  

 

記  

 

 

     認定審査の結果  

 

    （不認定の場合、その理由）   

 


